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１ 財務書類の公表について 

 

 

 滋賀県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」とする。）では、平成２７年 

１月に総務省において公表された「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（以下「統一的

な基準」とする。）に基づき、所有する固定資産台帳の整備と複式簿記による財務書類作成シ

ステムを導入し、平成２８年度に開始貸借対照表（平成２８年４月１日現在）を作成しました。 

 これを踏まえ、平成２８年度決算からは統一的な基準に基づいた財務４表（貸借対照表、

行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を会計ごと（一般会計、後期高齢

者医療特別会計（以下「特別会計」とする。））に作成し、固定資産台帳とあわせて公表してい

ます。 

 平成２９年度決算からは、財務書類の指標化を行うことで経年変化による財務状況の分析

を行い、公表しています。 

令和３年度決算につきましても、引き続き財務書類の指標化を行い、当広域連合の財政状

況を「見える化」することで、これからの広域連合の有効な予算編成等に積極的に活用していき

ます。 
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２ 財務書類 

（１）貸借対照表 

貸借対照表は、決算時点（年度末）の広域連合の財政状態、つまり、資産（どのような財産を

保有しているか）と負債・純資産（保有する資産の財源は何か）の内容を表す書類です。 

＜前提条件＞ 

① 対象 ： 一般会計及び特別会計 

② 作成基準日 ： 令和４年３月３１日 

          （出納整理期間である令和４年４月１日～令和４年５月３１日中の収

支は、基準日までに終了したものとして作成） 

     ③減価償却の方法 ： 定額法 

（「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に基づく耐用年数表に

基づき（個別の年数については、「４ 資料 （３）固定資産台帳」に記

載）、定額法により減価償却費を算定） 

 

一般会計 

◎資産の部 

令和３年度末の合計額は、１，３８８万５，７２２円でした。 

固定資産のうち有形固定資産には、建物として広域連合事務所内の建物改修のうち資産的価

値を高めるものを計上し、物品として事務処理システム機器関係等を計上しています。また、無形固

定資産には、医療費統計・分析システム等のソフトウェアを計上しています（「固定資産台帳」を参

照）。 

流動資産には、現金預金を計上しています。 

 ◎負債の部 

令和３年度末の合計額は、２５４万１，４３５円でした。 

   流動負債（債務発生より１年以内に返済を要する負債）として歳計外現金預り金（一般会計分）、

及び令和４年度に支払う事務処理システムのリース債務を計上しています。 

  また、将来における賞与支払いに備えて、令和３年度の負担に属する金額を賞与引当金として計

上しております。 

 ◎純資産の部 

   資産から負債を差し引いたもので、１，１３４万４，２８７円でした。固定資産等形成にかかるものと、

それ以外の余剰分（不足分）からなります。 

   余剰分（不足分）の金額がプラスとなっていることから、健全な財政状態であると言えます。 
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〈前年度との比較〉 

一般会計 

  資産の部について合計額が１９０万５，４６１円減少しました。主な要因は、固定資産の減価償却

等によるものです。 

  負債の部について、リース債務の支払いにより固定負債が減少しましたが、令和３年度は新に賞与

引当金を計上したことにより、４,８９７円の減少となりました。 

資産から負債を差し引いた純資産については、１９０万５６４円減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜一般会計＞

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

１　固定資産 3,165,075 １　固定負債 0

　（１）有形固定資産 1,255,635 　（１）その他 0

　　　①事業用資産 2

        建物 10,214,400 ２　流動負債 2,541,435

         建物減価償却累計額 △ 10,214,398 　（１）賞与引当金 685,545

　　　②物品 5,294,268 　（２）預り金 1,274,051

　　　③物品減価償却累計額 △ 4,038,635 　（３）その他 581,839

　（２）無形固定資産 1,909,440 ＜負債合計＞ 2,541,435

　　　①ソフトウェア 1,909,440 １　固定資産等形成分 3,165,075

２　余剰分（不足分） 8,179,212

２　流動資産 10,720,647 ＜純資産合計＞ 11,344,287

　（１）現金預金 10,720,647

資産の部合計 13,885,722 負債・純資産の部合計 13,885,722

　　　     貸借対照表

資産の部 負債・純資産の部

　　   　　（令和4年3月31日現在）

＜一般会計＞ （単位：円）

科目名 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①） 科目名 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

１　固定資産 5,178,647 3,165,075 △ 2,013,572 １　固定負債 581,839 0 △ 581,839
　（１）有形固定資産 2,314,487 1,255,635 △ 1,058,852 　（１）その他 581,839 0 △ 581,839
　　①事業用資産 2 2 0
       建物 10,214,400 10,214,400 0 ２　流動負債 1,964,493 2,541,435 576,942
         建物減価償却累計額 △ 10,214,398 △ 10,214,398 0 　（１）賞与引当金 0 685,545 685,545
　　②物品 5,294,268 5,294,268 0 　（２）預り金 1,188,707 1,274,051 85,344
　　③物品減価償却累計額 △ 2,979,783 △ 4,038,635 △ 1,058,852 　（３）その他 775,786 581,839 △ 193,947
　（２）無形固定資産 2,864,160 1,909,440 △ 954,720 ＜負債合計＞ 2,546,332 2,541,435 △ 4,897
　　　①ソフトウェア 2,864,160 1,909,440 △ 954,720 １　固定資産等形成分 5,178,647 3,165,075 △ 2,013,572
２　流動資産 10,612,536 10,720,647 108,111 ２　余剰分（不足分） 8,066,204 8,179,212 113,008
　（１）現金預金 10,612,536 10,720,647 108,111 ＜純資産合計＞ 13,244,851 11,344,287 △ 1,900,564

資産の部合計 15,791,183 13,885,722 △ 1,905,461 負債・純資産の部合計 15,791,183 13,885,722 △ 1,905,461

　　　     貸借対照表

資産の部 負債・純資産の部



４ 

 

特別会計 

◎資産の部 

令和３年度末の合計額は、１１６億９，０２１万３，９１５円でした。 

固定資産のうち、有形固定資産には、物品として電算処理システム更新機器等を計上していま

す。また、無形固定資産には、電算処理システム関係及び市町担当者向け業務マニュアル等ポー

タルサイトをソフトウェアとして計上しています（「固定資産台帳」を参照）。 

投資その他の資産には、長期延滞債権及び医療給付費等準備基金（以下「基金」とする。）を

計上しています。 

流動資産には、現金預金及び未収金を計上しています。 

 ◎負債の部 

令和３年度末の合計額は、２億２，０５９万４，４５８円でした。 

固定負債（債務発生より１年を超えて返済を要する負債）として令和５年度以降に支払う電算処

理システムのリース債務を計上し、流動負債（債務発生より１年以内に返済を要する負債）として歳

計外現金預り金（特別会計分）及び、令和４年度に支払う電算処理システムのリース債務を計上

しています。また、将来における賞与支払いに備えて、令和３年度の負担に属する金額を賞与引当

金として計上しております。 

 ◎純資産の部 

   資産から負債を差し引いたもので、１１４億６，９６１万９，４５７円でした。固定資産等形成にかか

るものと、それ以外の余剰分からなります。 

   余剰分（不足分）の金額がプラスとなっていることから、健全な財政状態であると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜特別会計＞

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

１　固定資産 3,555,277,738 １　固定負債 105,258,384

　（１）有形固定資産 66,086,136 　（１）その他 105,258,384

　　　①物品 165,924,719

　　　②物品減価償却累計額 △ 99,838,583 ２　流動負債 115,336,074

　（２）無形固定資産 179,671,678 　（１）賞与引当金 304,169

　　　①ソフトウェア 179,671,678 　（２）預り金 204,578

　（３）投資その他の資産 3,309,519,924 　（３）その他 114,827,327

　　　①長期延滞債権 11,801,992 ＜負債合計＞ 220,594,458

　　　②基金 3,299,154,234 １　固定資産等形成分 3,555,277,738

　　　③徴収不能引当金 △ 1,436,302 ２　余剰分（不足分） 7,914,341,719

２　流動資産 8,134,936,177 ＜純資産合計＞ 11,469,619,457

　（１）現金預金 8,133,974,201

　（２）未収金 962,746

　（３）徴収不能引当金 △ 770

資産の部合計 11,690,213,915 負債・純資産の部合計 11,690,213,915

　　　     貸借対照表
　　   　　（令和4年3月31日現在）

資産の部 負債・純資産の部



５ 

 

〈前年度との比較〉 

特別会計 

  資産の部について、合計額が２３億３，１２１万６，２４１円減少しました。主な要因は、現金預金の

減少等によるものです。 

  負債の部について、１億１,４５４万９,０５５円減少しました。主な要因は、リース債務の支払いにより

固定負債が減少したことによるものです。 

資産から負債を差し引いた純資産については、２２億１，６６６万７，１８６円減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜特別会計＞ （単位：円）

科目名 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①） 科目名 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

１　固定資産 3,103,732,193 3,555,277,738 451,545,545 １　固定負債 220,085,711 105,258,384 △ 114,827,327

　（１）有形固定資産 99,271,079 66,086,136 △ 33,184,943 　（１）その他 220,085,711 105,258,384 △ 114,827,327

　　 ①物品 165,924,719 165,924,719 0

　　　②物品減価償却累計額 △ 66,653,640 △ 99,838,583 △ 33,184,943 ２　流動負債 115,057,802 115,336,074 278,272

　（２）無形固定資産 270,289,213 179,671,678 △ 90,617,535 　（１）賞与引当金 0 304,169 304,169

　　　①ソフトウェア 270,289,213 179,671,678 △ 90,617,535 　（２）預り金 230,474 204,578 △ 25,896

　（３）投資その他の資産 2,734,171,901 3,309,519,924 575,348,023 　（３）その他 114,827,328 114,827,327 △ 1

　　　①長期延滞債権 17,029,316 11,801,992 △ 5,227,324 ＜負債合計＞ 335,143,513 220,594,458 △ 114,549,055

　　　②基金 2,717,142,585 3,299,154,234 582,011,649 １　固定資産等形成分 3,103,732,193 3,555,277,738 451,545,545

　　　③徴収不能引当金 0 △ 1,436,302 △ 1,436,302 ２　余剰分（不足分） 10,582,554,450 7,914,341,719 △ 2,668,212,731

２　流動資産 10,917,697,963 8,134,936,177 △ 2,782,761,786 ＜純資産合計＞ 13,686,286,643 11,469,619,457 △ 2,216,667,186

　（１）現金預金 10,913,252,730 8,133,974,201 △ 2,779,278,529

　（２）未収金 4,445,233 962,746 △ 3,482,487
　（３）徴収不能引当金 0 △ 770 △ 770

資産の部合計 14,021,430,156 11,690,213,915 △ 2,331,216,241 負債・純資産の部合計 14,021,430,156 11,690,213,915 △ 2,331,216,241

　　　     貸借対照表

資産の部 負債・純資産の部
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（２）行政コスト計算書 

   行政コスト計算書は、一会計年度において、資産形成には結びつかない行政サービス（人的、

給付、行政）全般の提供に要したコスト（経費）を集計したものです。 

企業会計では、収益から費用を差し引きした利益を算出する損益計算書に該当しますが、行政コ

スト計算書では、直接の受益者負担分（保険料、給付費返還金等）や預金利子等の収入のみが

計上され、税金や国県等からの補助金等で賄うべき純行政コストがどれくらい必要かを算出していま

す。なお、この補助金等は、純資産変動計算書に計上されるため、費用が収益を上回る結果となり

ます。 

 

一般会計 

 ◎経常費用 

総行政コストにあたる経常費用は、１億６，６０９万６，５１７円でした。業務費用として職員等の人

件費、物件費や減価償却費等を計上しています。移転費用には、各市町へ交付した健康づくり事

業への補助金や保険者努力制度交付金、派遣職員人件費負担金等を計上しています。 

 ◎経常収益 

   経常収益は、６万７，９５３円でした。預金利息や雇用保険料の還付金等を計上しています。 

 ◎純行政コスト 

   経常収益から経常費用を差引きした純行政コストとして、１億６，６０２万８，５６４円を計上してい

ます。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜一般会計＞ 行政コスト計算書
自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月31日
（単位：円）

金額

Ⅰ 経常費用 166,096,517
　１ 業務費用 46,302,492
　（１）人件費 20,616,668
　　　①職員給与費 4,561,718
　　　②賞与等引当金繰入額 685,545
　　　③その他 15,369,405
　（２）物件費等 20,175,995
　　　①物件費 18,162,423
　　　②減価償却費 2,013,572
　　　③その他 0
　（３）その他の業務費用 5,509,829
　　　①その他 5,509,829
　２ 移転費用 119,794,025
　（１）補助金等 117,880,025
　（２）他会計への繰出金 1,914,000
Ⅱ 経常収益 67,953
　（１）その他 67,953
純経常行政コスト（Ⅱ-Ⅰ） △ 166,028,564

△ 166,028,564

科目

純行政コスト
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〈前年度との比較〉 

一般会計 

  純経常行政コストが、６，６１３万１，３９４円減少しました。主な要因は、移転費用である、保険者

努力制度交付金が減少したことによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜一般会計＞

（単位：円）

①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ⅰ 経常費用 232,189,326 166,096,517 △ 66,092,809

　１ 業務費用 39,765,308 46,302,492 6,537,184

　（１）人件費 17,292,846 20,616,668 3,323,822

　　　①職員給与費 3,446,687 4,561,718 1,115,031

　　　②賞与等引当金繰入額 0 685,545 685,545

　　　③その他 13,846,159 15,369,405 1,523,246

　（２）物件費等 22,472,462 20,175,995 △ 2,296,467

　　　①物件費 20,372,199 18,162,423 △ 2,209,776

　　　②減価償却費 2,013,573 2,013,572 △ 1

　　　③その他 86,690 0 △ 86,690

　（３）その他の業務費用 0 5,509,829 5,509,829

　　　①その他 0 5,509,829 5,509,829

　２ 移転費用 192,424,018 119,794,025 △ 72,629,993

　（１）補助金等 185,695,018 117,880,025 △ 67,814,993

　（２）他会計への繰出金 6,729,000 1,914,000 △ 4,815,000

Ⅱ 経常収益 29,368 67,953 38,585

　（１）その他 29,368 67,953 38,585

純経常行政コスト（Ⅱ-Ⅰ） △ 232,159,958 △ 166,028,564 66,131,394

△ 232,159,958 △ 166,028,564 66,131,394

   行政コスト計算書

科目

純行政コスト



８ 

 

特別会計 

 ◎経常費用 

総行政コストにあたる経常費用は、１，６６１億５，８０８万９，２３６円でした。業務費用として、職

員等の人件費、物件費や減価償却費等を計上しています。 

経常費用の大部分を占める移転費用には、保険給付費や派遣職員の人件費負担金を計上し

ています。 

 ◎経常収益 

   経常収益は、１億９，２９０万６，９１１円でした。預金利息や保険料負担金、給付費返還金等を

計上しています。 

◎臨時利益 

ソフトウェア端末について、本年度に本来償却する分の金額のみ、臨時利益として計上し、後ほ

ど、減価償却費として費用計上するという修正処理をしています。 

 ◎純行政コスト 

   経常収益から経常費用を差し引きした純経常行政コストに臨時利益を加えた純行政コストとして、

１，６５９億６，５０５万７，０４５円を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜特別会計＞ 行政コスト計算書
自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月31日
（単位：円）

金額

Ⅰ 経常費用 166,158,089,236
　１ 業務費用 10,005,219,859
　（１）人件費 15,114,610
　　　①職員給与費 3,751,004
　　　②賞与等引当金繰入額 304,169
　　　③その他 11,059,437
　（２）物件費等 1,141,936,562
　　　①物件費 1,018,008,804
　　　②減価償却費 123,927,758
　（３）その他の業務費用 8,848,168,687
　　　①徴収不能引当金繰入額 1,437,072
　　　②その他 8,846,731,615
　２ 移転費用 156,152,869,377
　（１）補助金等 156,152,869,377
Ⅱ 経常収益 192,906,911
　（１）その他 192,906,911
純経常行政コスト（Ⅱ-Ⅰ） △ 165,965,182,325
臨時利益 125,280
　１ その他 125,280

△ 165,965,057,045

科目

純行政コスト



９ 

 

〈前年度との比較〉 

特別会計 

  純行政コストが、２７０億３，９２９万２，３４０円減少しました。なお、令和 3 年度は行政コスト計算

書への計上内容を見直しています。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

＜特別会計＞

（単位：円）

①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ⅰ 経常費用 152,684,495,743 166,158,089,236 13,473,593,493

　１ 業務費用 986,619,200 10,005,219,859 9,018,600,659

　（１）人件費 11,232,899 15,114,610 3,881,711

　　　①職員給与費 2,733,846 3,751,004 1,017,158

　　　②賞与等引当金繰入額 0 304,169 304,169

　　　③その他 8,499,053 11,059,437 2,560,384

　（２）物件費等 975,386,301 1,141,936,562 166,550,261

　　　①物件費 851,583,823 1,018,008,804 166,424,981

　　　②減価償却費 123,802,478 123,927,758 125,280

　（３）その他の業務費用 0 8,848,168,687 8,848,168,687

　　　①徴収不能引当金繰入額 0 1,437,072 1,437,072

　　　②その他 0 8,846,731,615 8,846,731,615

　２ 移転費用 151,697,876,543 156,152,869,377 4,454,992,834

　（１）補助金等 151,697,876,543 156,152,869,377 4,454,992,834

Ⅱ 経常収益 13,761,140,228 192,906,911 △ 13,568,233,317

　（１）その他 13,761,140,228 192,906,911 △ 13,568,233,317

純経常行政コスト（Ⅱ-Ⅰ） △ 138,923,355,515 △ 165,965,182,325 △ 27,041,826,810

臨時損失 2,409,190 0 △ 2,409,190

　1　資産除売却損 2,409,190 0 △ 2,409,190

臨時利益 0 125,280 125,280

　１ その他 0 125,280 125,280

△ 138,925,764,705 △ 165,965,057,045 △ 27,039,292,340

   行政コスト計算書

科目

純行政コスト

〔注釈〕 

◎令和３年度の「その他の業務費用」には、国等の交付金精算に伴う返還金等を計上していますが、令和２年度以前は計上していません。 

◎令和２年度の「経常収益」には、保険料徴収分を含めていますが、令和３年度の経常収益の中には含めていません。 



１０ 

 

（３）純資産変動計算書 

   純資産変動計算書は、貸借対照表における「純資産」の部の一会計年度における増減内容

（財源、資産形成、その他）を表したものです。行政コスト計算書で計上した純行政コストに対し、保

有する財源や資産の対応状況を示します。 

 

一般会計 

 ◎前年度末純資産残高 

   前年度末の純資産額を表しています。 

 ◎純行政コスト 

   行政コスト計算書で算出した純行政コストの数値を引用し、１億６，６０２万８，５６４円を計上し

ています。 

 ◎財源 

   純行政コストは、税収や補助金等の財源により賄う必要があります。ここでは、それらの合計額と

して、１億６，４１２万８，０００円を計上しています。 

純行政コストと財源の差額である△１９０万５６４円が、本年度純資産変動額となります。 

◎固定資産等の変動 

   物品の取得や減価償却等による増減の合計額として、２０１万３,５７２円を計上しています。  

◎本年度末純資産残高 

前年度末純資産残高に本年度純資産変動額を合算した１,１３４万４,２８７円が本年度末の純

資産残高で、貸借対照表中の純資産額と一致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜一般会計＞ 純資産変動計算書

自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

（単位：円）

科目 合計 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

Ｉ 前年度末純資産残高 13,244,851 5,178,647 8,066,204

（１）純行政コスト △ 166,028,564 △ 166,028,564

（２）財源 164,128,000 164,128,000

　　①税収等 95,610,000 95,610,000

　　②国県等補助金 68,518,000 68,518,000

　＜本年度差額＞ △ 1,900,564 △ 1,900,564

（３）固定資産等の変動（内部変動） △ 2,013,572 2,013,572

　　①有形固定資産等の増加 0 0

　　②有形固定資産等の減少 △ 2,013,572 2,013,572

Ⅱ 本年度純資産変動額 △ 1,900,564 △ 2,013,572 113,008

本年度末純資産残高　（Ⅰ+Ⅱ） 11,344,287 3,165,075 8,179,212



１１ 

 

〈前年度との比較〉 

一般会計 

  本年度末純資産残高は、１９０万５６４円減少しました。主な要因は、固定資産の減価償却等によ

るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜一般会計＞ 純資産変動計算書
（単位：円）

科目 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ｉ 前年度末純資産残高 76,559,616 13,244,851 △ 63,314,765

（１）純行政コスト △ 232,159,958 △ 166,028,564 66,131,394

（２）財源 168,845,193 164,128,000 △ 4,717,193

　　①税収等 59,237,193 95,610,000 36,372,807

　　②国県等補助金 109,608,000 68,518,000 △ 41,090,000

　＜本年度差額＞ △ 63,314,765 △ 1,900,564 61,414,201

Ⅱ 本年度純資産変動額 △ 63,314,765 △ 1,900,564 61,414,201

本年度末純資産残高　（Ⅰ+Ⅱ） 13,244,851 11,344,287 △ 1,900,564
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特別会計 

 ◎前年度末純資産残高 

   前年度末の純資産額を表しています。 

 ◎純行政コスト 

   行政コスト計算書で算出した純行政コストの数値を引用し、１，６５９億６，５０５万７，０４５円を

計上しています。 

 ◎財源 

   純行政コストを賄うために必要となる税収や補助金等の合計額として、１，６３７億４，８３８万 

９，８５９円を計上しています。純行政コストと財源の差額である２２億１，６６６万７，１８６円が、本

年度純資産変動額となります。 

 ◎固定資産等の変動 

   物品等の減価償却、基金積立金、預金利息、長期延滞債権等の増減の合計額として、４億

５，１５４万５，５４５円を計上しています。 

 ◎本年度末純資産残高 

   前年度末純資産残高から本年度純資産変動額を差し引いた、１１４億６，９６１万９，４５７円が

本年度末の純資産残高で、貸借対照表中の純資産額と一致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（注）「Ⅱ 本年度純資産変動額」は、△２２億１，６６６万７，１８６円となりました。 

  

＜特別会計＞ 純資産変動計算書

自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

（単位：円）

科目 合計 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

Ｉ 前年度末純資産残高 13,686,286,643 3,103,732,193 10,582,554,450

（１）純行政コスト △ 165,965,057,045 △ 165,965,057,045

（２）財源 163,748,389,859 163,748,389,859

　　①税収等 64,287,174,987 64,287,174,987

　　②国県等補助金 99,461,214,872 99,461,214,872

　＜本年度差額＞ △ 2,216,667,186 △ 2,216,667,186

（３）固定資産等の変動（内部変動） 451,545,545 △ 451,545,545

　　①有形固定資産等の増加 0 0

　　②有形固定資産等の減少 △ 130,466,104 130,466,104

　　③貸付金・基金等の増加 2,237,834,079 △ 2,237,834,079

　　④貸付金・基金等の減少 △ 1,655,822,430 1,655,822,430

Ⅱ 本年度純資産変動額 △ 2,216,667,186 451,545,545 △ 2,668,212,731

本年度末純資産残高　（Ⅰ+Ⅱ） 11,469,619,457 3,555,277,738 7,914,341,719
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内訳は次のとおりです。 

業務活動収支（資金収支計算書）      △２，０８２，４１３，６５６円 

減価償却費（行政コスト計算書 経常費用分）   △１２３，９２７，７５８円 

賞与引当金繰入額（行政コスト計算書）       △３０４，１６９円 

徴収不能引当金繰入額（行政コスト計算書）    △１，４３７，０７２円 

未収金・長期延滞債権の増減額（貸借対照表）   △８，７０９，８１１円 

           その他（行政コスト計算書 臨時利益）          １２５，２８０円 

純資産変動計算書の本年度差額       △２，２１６，６６７，１８６円 

 

 

〈前年度との比較〉 

特別会計 

本年度純資産残高は２２億１，６６６万７，１８６円減少しました。 

内訳は、上記に記載のとおりです。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

＜特別会計＞ 純資産変動計算書
（単位：円）

科目 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ｉ 前年度末純資産残高 8,665,911,189 13,686,286,643 5,020,375,454

（１）純行政コスト △ 138,925,764,705 △ 165,965,057,045 △ 27,039,292,340

（２）財源 143,946,140,159 163,748,389,859 19,802,249,700

　　①税収等 77,815,664,493 64,287,174,987 △ 13,528,489,506

　　②国県等補助金 66,130,475,666 99,461,214,872 33,330,739,206

　＜本年度差額＞ 5,020,375,454 △ 2,216,667,186 △ 7,237,042,640

Ⅱ 本年度純資産変動額 5,020,375,454 △ 2,216,667,186 △ 7,237,042,640

本年度末純資産残高　（Ⅰ+Ⅱ） 13,686,286,643 11,469,619,457 △ 2,216,667,186
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（４）資金収支計算書 

   資金収支計算書は、行政活動にともなう資金の流れ（キャッシュ・フロー）について、３つの活動

収支区分（業務、投資、財務）別に表したもので、一会計年度における資金の増減内訳を表したも

のです。 

   業務活動収支は経常的に行われる行政活動から発生する資金の流れを表し、投資活動収支

には預金、基金といった金融資産や設備投資等に係る資金の流れ、財務活動収支にはリース物

品の返済等に係る資金の流れを表します。 

  

 

一般会計 

 ◎業務活動収支 

   収入項目には、市町負担金や国庫補助金、預金利息、雇用保険料の還付金等が該当し、支

出項目には、職員等の人件費、物件費、その他の費用（雇用保険料）、市町へ交付した健康づく

り事業への補助金や保険者努力制度交付金等が該当します。これらの収支額として、７９万８，５

５３円を計上しています。 

 ◎財務活動収支 

   支出項目に、令和３年度のリース支払が該当し、事務処理システムのリース料７７万５,７８６円

を計上しています。 

 ◎本年度末現金預金残高 

   ３つの活動収支の合計額 ２万２，７６７円（Ａ）と、前年度末の資金残高９４２万３，８２９円

（Ｂ）、前年度末の歳計外現金残高 １１８万８，７０７円（Ｄ）、本年度末の歳計外現金（一般会

計分歳計外現金）の増額分８万５，３４４円（Ｅ）を合算した１,０７２万６４７円を計上しています。 

なお、これが貸借対照表中の資産の部中の流動資産の現金預金額に相当します。 
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（単位：円）

金額

Ⅰ 業務活動収支 798,553
　１ 業務支出 163,397,400
　（１）業務費用支出 43,603,375
　　　①人件費支出 19,931,123
　　　②物件費等支出 18,162,423
　　　③その他の支出 5,509,829
　（２）移転費用支出 119,794,025
　　　①補助金等支出 117,880,025
　　　②他会計への繰出支出 1,914,000
　２ 業務収入 164,195,953
　（１）税収等収入 95,610,000
　（２）国県等補助金収入 68,518,000
　（３）その他の収入 67,953
Ⅱ 投資活動収支 0
　１ 投資活動支出 0
　２ 投資活動収入 0
Ⅲ 財務活動収支 △ 775,786
　１ 財務活動支出 775,786
　（１）その他の支出 775,786
　２ 財務活動収入 0
本年度資金収支額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）…Ａ 22,767
前年度末資金残高　Ｂ 9,423,829
本年度末資金残高　Ａ+Ｂ　…　Ｃ 9,446,596

1,188,707
85,344

1,274,051

10,720,647

＜一般会計＞　　　　　 　    資金収支計算書
自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

科目

本年度末現金預金残高　Ｃ + Ｆ

前年度末歳計外現金残高 Ｄ
本年度歳計外現金増減額　 Ｅ

本年度末歳計外現金残高 Ｄ+Ｅ　…　Ｆ
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〈前年度との比較〉 

一般会計 

  本年度末現金預金残高は、１０万８，１１１円増加しました。 

Ⅰの業務活動収支のうち、業務支出は、保険者努力制度交付金の減少により補助金支出が減

少しました。業務収入は、国県等補助金が減少していますが税収等収入が増加しており、業務収入

が業務支出を上回る増額となったため、収支は６，２０９万９，７４５円増加しました。 

Ⅲの財務活動収支は、事務処理システムのリース料を計上しており、昨年度と同額となっています。 

 

 

 

 

  

（単位：円）

①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ⅰ 業務活動収支 △ 61,301,192 798,553 62,099,745
　１ 業務支出 230,175,753 163,397,400 △ 66,778,353
　（１）業務費用支出 37,751,735 43,603,375 5,851,640
　　　①人件費支出 17,292,846 19,931,123 2,638,277
　　　②物件費等支出 20,458,889 18,162,423 △ 2,296,466
　　　③その他の支出 0 5,509,829 5,509,829
　（２）移転費用支出 192,424,018 119,794,025 △ 72,629,993
　　　①補助金等支出 185,695,018 117,880,025 △ 67,814,993
　　　②他会計への繰出支出 6,729,000 1,914,000 △ 4,815,000
　２ 業務収入 168,874,561 164,195,953 △ 4,678,608
　（１）税収等収入 59,237,193 95,610,000 36,372,807
　（２）国県等補助金収入 109,608,000 68,518,000 △ 41,090,000
　（３）その他の収入 29,368 67,953 38,585
Ⅱ 投資活動収支 0 0 0
　１ 投資活動支出 0 0 0
　（１）公共施設等整備費支出 0 0 0
　２ 投資活動収入 0 0 0
Ⅲ 財務活動収支 △ 775,786 △ 775,786 0
　１ 財務活動支出 775,786 775,786 0
　（１）その他の支出 775,786 775,786 0
　２ 財務活動収入 0 0 0
本年度資金収支額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）…Ａ △ 62,076,978 22,767 62,099,745
前年度末資金残高　Ｂ 71,500,807 9,423,829 △ 62,076,978
本年度末資金残高　Ａ+Ｂ　…　Ｃ 9,423,829 9,446,596 22,767

1,124,806 1,188,707 63,901
63,901 85,344 21,443

1,188,707 1,274,051 85,344

10,612,536 10,720,647 108,111

本年度末歳計外現金残高 Ｄ+Ｅ　…　Ｆ

本年度末現金預金残高　Ｃ + Ｆ

＜一般会計＞　　　　　　　　  　　　　　　　　　資金収支計算書

科目

前年度末歳計外現金残高 Ｄ
本年度歳計外現金増減額　 Ｅ



１７ 

 

特別会計 

 ◎業務活動収支 

   収入項目には、市町負担金や支払基金交付金、保険料負担金、給付費返還金等が該当し、

支出項目には、職員等の人件費、物件費、保険給付費等が該当します。これらの収支額として、

△２０億８，２４１万３，６５６円を計上しています。 

 ◎投資活動収支 

   収入項目には基金からの繰入額が該当し、支出項目には基金積立金支出として基金への繰出

額が該当します。これらの収支額として△５億８，２０１万１，６４９円を計上しています。 

 ◎財務活動収支 

   支出項目には令和３年度のリース支払が該当し、電算処理システムのリース料１億１,４８２万 

７,３２８円を計上しています。 

 ◎本年度末現金預金残高 

   ３つの活動収支の合計額が２７億７，９２５万２，６３３円（Ａ）、これに前年度末資金残高１０９

億１，３０２万２，２５６円（Ｂ）、前年度末の歳計外現金残高２３万４７４円（Ｄ）、本年度歳計外

現金（特別会計分歳計外現金）の減額分２万５，８９６円（Ｅ）の合計額として、８１億３，３９７万

４，２０１円を計上しています。 

なお、これが貸借対照表中の資産の部中の流動資産の現金預金額に相当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円）

金額

Ⅰ 業務活動収支 △ 2,082,413,656
　１ 業務支出 166,030,727,190
　（１）業務費用支出 9,877,857,813
　　　①人件費支出 13,117,394
　　　②物件費等支出 1,018,008,804
　　　③その他の支出 8,846,731,615
　（２）移転費用支出 156,152,869,377
　　　①補助金等支出 156,152,869,377
　２ 業務収入 163,948,313,534
　（１）税収等収入 64,287,174,987
　（２）国県等補助金収入 99,461,214,872
　（３）その他の収入 199,923,675
Ⅱ 投資活動収支 △ 582,011,649
　１ 投資活動支出 2,237,834,079
　（１）基金積立金支出 2,237,834,079
　２ 投資活動収入 1,655,822,430
　（１）基金取崩収入 1,655,822,430
Ⅲ 財務活動収支 △ 114,827,328
　１ 財務活動支出 114,827,328
　（１）その他の支出 114,827,328
　２ 財務活動収入 0
本年度資金収支額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）…Ａ △ 2,779,252,633
前年度末資金残高　Ｂ 10,913,022,256
本年度末資金残高　Ａ+Ｂ　…　Ｃ 8,133,769,623

230,474
△ 25,896

204,578

8,133,974,201

＜特別会計＞　　　　 　　    資金収支計算書

前年度末歳計外現金残高 Ｄ
本年度歳計外現金増減額　 Ｅ

本年度末歳計外現金残高 Ｄ+Ｅ　…　Ｆ

自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

科目

本年度末現金預金残高　Ｃ + Ｆ



１８ 

 

〈前年度との比較〉 

特別会計 
  本年度末現金預金残高は、２７億７，９２７万８，５２９円減少しました。 

Ⅰの業務活動収支は７２億３，６７７万５，０５８円減少しました。 

  Ⅱの投資活動収支は、３億５，２５８万７，７００円減少しました。要因は、基金の積立と取崩の収

支によるものです。 

  Ⅲの財務活動収支は、電算処理システムのリース料を計上しており、昨年度と同額となっています。 

 

 

 

 

  

（単位：円）

①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ⅰ 業務活動収支 5,154,361,402 △ 2,082,413,656 △ 7,236,775,058
　１ 業務支出 152,560,693,265 166,030,727,190 13,470,033,925
　（１）業務費用支出 862,816,722 9,877,857,813 9,015,041,091
　　　①人件費支出 11,232,899 13,117,394 1,884,495
　　　②物件費等支出 851,583,823 1,018,008,804 166,424,981
　　　③その他の支出 0 8,846,731,615 8,846,731,615
　（２）移転費用支出 151,697,876,543 156,152,869,377 4,454,992,834
　　　①補助金等支出 151,697,876,543 156,152,869,377 4,454,992,834
　２ 業務収入 157,715,054,667 163,948,313,534 6,233,258,867
　（１）税収等収入 77,815,664,493 64,287,174,987 △ 13,528,489,506
　（２）国県等補助金収入 66,130,475,666 99,461,214,872 33,330,739,206
　（３）その他の収入 13,768,914,508 199,923,675 △ 13,568,990,833
Ⅱ 投資活動収支 △ 229,423,949 △ 582,011,649 △ 352,587,700
　１ 投資活動支出 1,059,789,591 2,237,834,079 1,178,044,488
　（１）公共施設等整備費支出 0 0 0
　（２）基金積立金支出 1,059,789,591 2,237,834,079 1,178,044,488
　２ 投資活動収入 830,365,642 1,655,822,430 825,456,788
　（１）基金取崩収入 830,365,642 1,655,822,430 825,456,788
Ⅲ 財務活動収支 △ 114,827,328 △ 114,827,328 0
　１ 財務活動支出 114,827,328 114,827,328 0
　（１）その他の支出 114,827,328 114,827,328 0
　２ 財務活動収入 0 0 0
本年度資金収支額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）…Ａ 4,810,110,125 △ 2,779,252,633 △ 7,589,362,758
前年度末資金残高　Ｂ 6,102,912,131 10,913,022,256 4,810,110,125
本年度末資金残高　Ａ+Ｂ　…　Ｃ 10,913,022,256 8,133,769,623 △ 2,779,252,633

102,374 230,474 128,100
128,100 △ 25,896 △ 153,996
230,474 204,578 △ 25,896

10,913,252,730 8,133,974,201 △ 2,779,278,529

前年度末歳計外現金残高 Ｄ
本年度歳計外現金増減額　 Ｅ

本年度末歳計外現金残高 Ｄ+Ｅ　…　Ｆ

本年度末現金預金残高　Ｃ + Ｆ

＜特別会計＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資金収支計算書

科目



１９ 

 

【注記事項】 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  ＜昭和６０年度以後に取得したもの＞ 

・取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

・取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

②無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

・取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

・取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、耐用年数は以下のとおりです。 

・建物  １０年 

・物品   ５年 

 

②無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、耐用年数は以下のとおりです。 

・ソフトウェア   ５年 

 

    ③リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        ････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    未収金・長期延滞債権については、過去 5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込

額を計上しています。 

 

 

 



２０ 

 

  ② 賞与引当金 

    翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（４）リース取引の処理方法 

    ①ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース債務総額が３００万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

       通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

    イ ア以外のファイナンス・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（５）資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

(６)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

＜物品の計上基準＞ 

物品については、取得価額又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上していま

す。 

 

 

２ 追加情報 

 

(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   ・一般会計 

   ・後期高齢者医療特別会計 

②地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

  

(２)純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

①固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 



２１ 

 

 ②余剰分（不足分） 

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

 

(３)資金収支計算書に係る事項 

①既存の決算情報との関連性                       

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 176,690,778,002円 168,547,561,783 円 

差額 10,924,360,085円 0円 

資金収支計算書 165,766,417,917円 168,545,647,783 円 

  

収入（歳入）の差額は、地方自治法第２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書では「繰越

金」が含まれるのに対し、資金収支計算書では含まれないことによるものです。 

 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額内訳 

    

業務活動収支             △２，０８１，６１５，１０３円 

減価償却費               △１２５，９４１，３３０円 

賞与引当金繰入額               △９８９，７１４円 

徴収不能引当金繰入額           △１，４３７，０７２円 

未収金・長期延滞債権の増減額        △８，７０９，８１１円 

臨時利益（その他）                  １２５，２８０円 

純資産変動計算書の本年度差額        △２，２１８，５６７，７５０円 

 

  



２２ 

 

３ 財務書類からわかる主な指標 

 

財務書類のデータ等による指標を分析することにより、財政状況を多角的に分析することが可能となり

ます。 

 下表は、統一的な基準による財務書類を活用した指標の経年比較（平成２９～令和３年度）を行っ

たものです。なお、ここでの財務書類の数値は、一般会計と特別会計を合算した「４ 資料（１）連結財

務書類」の数値を採用しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊参考 

 

 

 

平成30年4月1日 平成31年4月1日 令和2年4月1日 令和3年4月1日 令和4年4月1日

人口（滋賀県） 1,410,014人 1,411,498人 1,411,603人 1,409,253人 1,405,327人

被保険者数（滋賀県） 172,940人 178,823人 182,971人 184,145人 189,208人

項目

平成29度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(1) 純資産比率 99.95% 94.13% 95.07% 97.59% 98.09%

(2) 負債比率 0.05% 6.24% 5.18% 2.46% 1.94%

(3) 有形固定資産減価償却率 79.58% 77.65% 25.14% 44.01% 62.88%

(4) 被保険者一人あたりの資産 57,241円 54,140円 50,257円 76,229円 61,858円

被保険者一人あたりの負債 28円 3,180円 2,476円 1,834円 1,179円

被保険者一人あたりの人件費 139円 152円 150円 155円 189円

被保険者一人あたりの純行政コスト 788,319円 777,368円 787,384円 755,698円 878,024円

(5) 県民一人あたりの資産 7,021円 6,859円 6,514円 9,961円 8,328円

県民一人あたりの負債 3円 403円 321円 240円 159円

県民一人あたりの人件費 17円 19円 19円 20円 25円

県民一人あたりの純行政コスト 96,688円 98,485円 102,060円 98,746円 118,214円

(6) 業務活動収支 476,078,781円 △ 658,802,332円 △ 246,140,703円 5,093,060,210円 △ 2,081,615,103円

投資活動収支 △ 729,005,713円 300,729,848円 629,677,915円 △ 229,423,949円 △ 582,011,649円

財務活動収支 △ 118,298,533円 △ 10,344,730円 △ 115,603,114円 △ 115,603,114円 △ 115,603,114円

受益者負担比率 8.03% 8.06% 8.20% 9.00% 0.12%

項目



２３ 

 

（１） 純資産比率 （ 純資産 ÷ 総資産 ） 

 

総資産に対する純資産の割合を示すもので、この比率が高いほど財政状況が健全であると言えま

す。企業会計でいう自己資本比率に相当する指標ですが、目安として、この比率が４０％を超えると

優良な経営状態であると言えます。令和３年度の純資産比率は９８．０９％と高い数値となっています。 

 

 <経年比較> 

平成２９年度はリース資産の償還により負債額が減少したことから、９９.９５％へ上昇しましたが、

平成３０年度は、基金の取り崩し等による資産額が減少するとともに、機器の更新等によりリース債務

が増加したことにより純資産額も減少したため、純資産比率は対前年比で５.８２ポイント下がっていま

す。 
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（２）負債比率 （負債÷純資産） 

 

純資産に対する負債の割合を示すもので、この比率が低いほど財政状況が健全であると言えます。

企業会計では、この比率が１００％以下であれば、負債を自己資本で返済できるだけの企業体力があ

ると判断されます。令和３年度の負債比率は１.９４％と、低い数値になっています。 

 

 <経年比較> 

 平成２８年度、平成２９年度の負債比率は、リース債務が減少していたことから非常に低い数値を

示しましたが、平成３０年度は機器の更新等による新たなリース債務が発生したことにより、負債比率

は６.１９ポイント上がりました。それ以降は、リース債務の減少により減少傾向となっています。 

この指標は、新たな設備投資やリース物品の導入、臨時の改修等がなければ、耐用年数を経るご

とに減少していく傾向があります。 
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（３） 有形固定資産減価償却率 

（減価償却累計額÷（有形固定資産－非償却資産＋減価償却累計額）） 

 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を示すもので、耐

用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのか全体として把握することができます。令和３

年度の有形固定資産減価償却率は６２．８８％となっています。 

 

 <経年比較> 

  平成２９年度は有形固定資産の耐用年数の経過により減価償却が進み、減価償却累計額が増

加したことから、有形固定資産減価償却率は対前年比で１８.９６ポイント上がりました。平成３０年度

も同様に、有形固定資産の耐用年数の経過により減価償却が進んだことから、減価償却累計額は

増加しましたが、システム機器等の更新により有形固定資産計上額が増加したため、有形固定資産

減価償却率は、対前年比で１.９３ポイント下がりました。令和元年度は、平成３０年度に不用な機器

を処分したことにより、減価償却累計額が減少したため、対前年比で５２.５１ポイント下がりました。 

  令和２年度以降は、有形固定資産の耐用年数経過により上昇傾向となっています。 
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（４） 被保険者一人あたりの資産、負債、人件費、純行政コスト 

(資産等÷被保険者数) 

 

被保険者一人あたりに、どれくらいの資産・負債があるのか、また、どの程度の人件費や純行政コス

トがかかっているのかを表しています。令和３年度の被保険者数は、１８万９，２０８人で、前年から 

５，０６３人増えています。 

被保険者一人あたりの資産は６万１，８５８円、負債は１，１７９円、人件費は１８９円、純行政コスト

は８７万８，０２４円となっています。 

 

 

<経年比較> 

 

被保険者一人あたりの資産 

被保険者数の増加に伴い、被保険者一人当たりの資産は減少傾向にありますが、令和２年度 

は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により医療給付費が減少したことに伴う現金預金残高

の増加等により、被保険者一人あたりの資産は増加しましたが、令和３年度はその影響も緩和され、

令和２年度と比較して被保険者一人あたりの資産は２５,９７２円減少しました。 

 

 

 

   

     

 

  



２７ 

 

被保険者一人あたりの負債 

平成２９年度は平成２８年度と比べ、負債額が減少し、被保険者の増加により、被保険者一人 

あたりの負債額は６８４円減少していますが、平成３０年度は、機器の更新等により負債額が増加

し、それに伴い被保険者一人あたりの負債額も、３,１５２円増加しましたが、令和元年度以降は、

リース資産の支払等が進むことにより、減少傾向となっています。 

 

被保険者一人あたりの人件費 

平成２９年度は平成２８年度に比べ、人件費は増加したものの被保険者数の増加により、被保 

険者一人あたりの人件費は４円減少しましたが、平成３０年度は人件費が増加したことに伴い、１３

円増加しました。令和元年度は平成３０年度に比べ人件費は増加したものの、被保険者数の増

加により２円減少しました。 

 令和２年度および令和３年度は人件費の増加により増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２８ 

 

被保険者一人あたりの純行政コスト 

平成２９年度は平成２８年度に比べ、被保険者の伸び率よりも純行政コストの伸び率が大きくなっ

たため、被保険者一人あたりの行政コストが６,０６７円増加しましたが平成３０年度は純行政コストの

伸び率よりも被保険者数の伸び率が大きくなったため、１万９５１円減少しました。令和元年度は、構

成市町で実施した健康づくり事業への補助金や保険者努力制度交付金が増加したことから、１万１

６円増加しました。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により保険給付費が減少したことから、３万１,

６８６円減少しています。 

また、令和３年度に交付金精算等に伴う返還金を新たに費用として計上する補正を行ったため数

値は増加していますが、これらの補正を除外すると令和２年度と同等レベルとなります。 
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（５）県民一人あたりの資産、負債、人件費、純行政コスト  

（資産等÷人口） 

    

県民一人あたりに、どれくらいの資産・負債があるのか、また、どの程度の人件費や純行政コストがか

かっているのかを表しています。令和３年度の本県の人口は、１４０万５,３２７人で、前年から３，９２６

人減少しています。 

後期高齢者医療制度の運営には、現役世代の方からも負担をいただいているので、これらの指標を

示しています。 

県民一人あたりの資産は８，３２８円、負債は１５９円、人件費は２５円、純行政コストは１１万８,２１

４円となっています。 

これらの指標は、少子高齢化の進展と連動するため、将来的には人口が減少していくものと予想さ

れることから、それぞれ指標について注視する必要があります。 

県民一人あたりの資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民一人あたりの負債 
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県民一人あたりの人件費 

 

 

県民一人あたりの純行政コスト 
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（６）業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支 

 

業務活動収支は、行政サービスを行う中で、毎年度継続的に発生する収支額を表しています。平

成２８年度以降、保険給付費が増加し続けていることから、収支は下がる傾向にあります。また、平成

３０年度においては、被保険者の保険料負担を抑制する目的で基金を取り崩したため、業務収入が

減少したことで収支が下がっています。令和２年度については保険給付費が減少したため収支が大幅

に上がっていますが、令和３年度は減少に転じています。 

投資活動収支は、資産形成及び金融資産形成にかかる収支額を示しています。平成２８年度、

平成２９年度は基金への積み立てを行ったことでマイナス収支となりましたが、平成３０年度及び令和

元年度は、その一部を特別会計に繰り入れたため、プラス収支となりました。令和２年度および令和３

年度は積立額が繰入額を上回ったため、マイナス収支となっていますが、その分、基金へ積み立てた

額が増加しています。 

財務活動収支は、地方債や償還等に係る収支額を表すものですが、広域連合の会計では、電算

処理システム等のリース債務の償却分が該当します。 
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（７）受益者（被保険者）負担比率 （経常収益÷経常費用） 

 

行政コスト計算書の経常収益（使用料や手数料等）は、行政サービスに係る受益者（被保険者）

負担の金額を表します。これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対する直接的な負

担の割合を算出することができます。広域連合の会計では、経常収益には保険料負担金、給付費返

還金、預金利息、延滞金等が該当し、経常費用は保険給付費が大部分を占めています。 

令和３年度の受益者負担比率は、０.１２％となっています。 

 

 

 <経年比較> 

令和元年度と比べ経常収益は減少、経常費用は増加し、受益者負担比率は８.８８ポイント下が

っています。令和２年度以前は経常収益に保険料徴収分を計上していましたが、令和３年度は経常

収益から除外する補正を行ったため、数値が下がっています。 
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４ 資 料 

（１）連結財務書類 

   会計ごとに作成した財務４表について、合算したものを連結財務書類として作成しました。 

広域連合全体の財務４表に相当します。 

 

 

連結貸借対照表  

 

  

＜連結＞
（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

１　固定資産 3,558,442,813 １　固定負債 105,258,384

　（１）有形固定資産 67,341,771 　（１）その他 105,258,384

　　　①事業用資産 2

        建物 10,214,400 ２　流動負債 117,877,509

         建物減価償却累計額 △ 10,214,398 　（１）賞与引当金 989,714

　　　②物品 171,218,987 　（２）預り金 1,478,629

　　　③物品減価償却累計額 △ 103,877,218 　（３）その他 115,409,166

　（２）無形固定資産 181,581,118 ＜負債合計＞ 223,135,893

　　　①ソフトウェア 181,581,118 １　固定資産等形成分 3,558,442,813

　（３）投資その他の資産 3,309,519,924 ２　余剰分（不足分） 7,922,520,931

　　　①長期延滞債権 11,801,992 ＜純資産合計＞ 11,480,963,744

　　　②基金 3,299,154,234

　　　③徴収不能引当金 △ 1,436,302

２　流動資産 8,145,656,824

　（１）現金預金 8,144,694,848

　（２）未収金 962,746

　（３）徴収不能引当金 △ 770

資産の部合計 11,704,099,637 負債・純資産の部合計 11,704,099,637

資産の部 負債・純資産の部

　　　     貸借対照表
　　   　　（令和4年3月31日現在）
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 連結行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結純資産変動計算書 

 

 

  

＜連結＞ 純資産変動計算書

自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

（単位：円）

科目 合計 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

Ｉ 前年度末純資産残高 13,699,531,494 3,108,910,840 10,590,620,654

（１）純行政コスト △ 166,129,171,609 △ 166,129,171,609

（２）財源 163,910,603,859 163,910,603,859

　　①税収等 64,380,870,987 64,380,870,987

　　②国県等補助金 99,529,732,872 99,529,732,872

　＜本年度差額＞ △ 2,218,567,750 △ 2,218,567,750

（３）固定資産等の変動（内部変動） 449,531,973 △ 449,531,973

　　①有形固定資産等の増加

　　②有形固定資産等の減少 △ 132,479,676 132,479,676

　　③貸付金・基金等の増加 2,237,834,079 △ 2,237,834,079

　　④貸付金・基金等の減少 △ 1,655,822,430 1,655,822,430

Ⅱ 本年度純資産変動額 △ 2,218,567,750 449,531,973 △ 2,668,099,723

本年度末純資産残高　（Ⅰ+Ⅱ） 11,480,963,744 3,558,442,813 7,922,520,931

＜連結＞ 行政コスト計算書
自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月31日
（単位：円）

金額

Ⅰ 経常費用 166,322,271,753
　１ 業務費用 10,051,522,351
　（１）人件費 35,731,278
　　　①職員給与費 8,312,722
　　　②賞与等引当金繰入額 989,714
　　　③その他 26,428,842
　（２）物件費等 1,162,112,557
　　　①物件費 1,036,171,227
　　　②減価償却費 125,941,330
　　　③その他 0
　（３）その他の業務費用 8,853,678,516
　　　①徴収不能引当金繰入額 1,437,072
　　　②その他 8,852,241,444
　２ 移転費用 156,270,749,402
　（１）補助金等 156,270,749,402
　（２）他会計への繰出金 0
Ⅱ 経常収益 192,974,864
　（１）その他 192,974,864
純経常行政コスト（Ⅱ-Ⅰ） △ 166,129,296,889
臨時利益 125,280
　１ その他 125,280

△ 166,129,171,609

科目

純行政コスト
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連結資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円）

金額

Ⅰ 業務活動収支 △ 2,081,615,103
　１ 業務支出 166,192,210,590
　（１）業務費用支出 9,921,461,188
　　　①人件費支出 33,048,517
　　　②物件費等支出 1,036,171,227
　　　③その他の支出 8,852,241,444
　（２）移転費用支出 156,270,749,402
　　　①補助金等支出 156,270,749,402
　２ 業務収入 164,110,595,487
　（１）税収等収入 64,380,870,987
　（２）国県等補助金収入 99,529,732,872
　（３）その他の収入 199,991,628
Ⅱ 投資活動収支 △ 582,011,649
　１ 投資活動支出 2,237,834,079
　（１）公共施設等整備費支出 0
　（２）基金積立金支出 2,237,834,079
　２ 投資活動収入 1,655,822,430
　（１）基金取崩収入 1,655,822,430
Ⅲ 財務活動収支 △ 115,603,114
　１ 財務活動支出 115,603,114
　（１）その他の支出 115,603,114
　２ 財務活動収入 0
本年度資金収支額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）…Ａ △ 2,779,229,866
前年度末資金残高　Ｂ 10,922,446,085
本年度末資金残高　Ａ+Ｂ　…　Ｃ 8,143,216,219

1,419,181
59,448

1,478,629

8,144,694,848

＜連結＞　　　　　　  　     資金収支計算書

本年度歳計外現金増減額　 Ｅ

本年度末歳計外現金残高 Ｄ+Ｅ　…　Ｆ

本年度末現金預金残高　Ｃ + Ｆ

自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

科目

前年度末歳計外現金残高 Ｄ
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（２）連結財務書類＜前年度との比較＞ 

連結 貸借対照表 前年度との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜連結＞ 　　　     貸借対照表 （単位：円）

科目名 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①） 科目名 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

１　固定資産 3,108,910,840 3,558,442,813 449,531,973 １　固定負債 220,667,550 105,258,384 △ 115,409,166

　（１）有形固定資産 101,585,566 67,341,771 △ 34,243,795 　（１）その他 220,667,550 105,258,384 △ 115,409,166

　　　①事業用資産 2 2 0

       建物 10,214,400 10,214,400 0 ２　流動負債 117,022,295 117,877,509 855,214

         建物減価償却累計額 △ 10,214,398 △ 10,214,398 0 　（１）賞与引当金 0 989,714 989,714

　　　②物品 171,218,987 171,218,987 0 　（２）預り金 1,419,181 1,478,629 59,448

　　　③物品減価償却累計額 △ 69,633,423 △ 103,877,218 △ 34,243,795 　（３）その他 115,603,114 115,409,166 △ 193,948

　（２）無形固定資産 273,153,373 181,581,118 △ 91,572,255 ＜負債合計＞ 337,689,845 223,135,893 △ 114,553,952

　　　①ソフトウェア 273,153,373 181,581,118 △ 91,572,255 １　固定資産等形成分 3,108,910,840 3,558,442,813 449,531,973

　（３）投資その他の資産 2,734,171,901 3,309,519,924 575,348,023 ２　余剰分（不足分） 10,590,620,654 7,922,520,931 △ 2,668,099,723

　　　①長期延滞債権 17,029,316 11,801,992 △ 5,227,324 ＜純資産合計＞ 13,699,531,494 11,480,963,744 △ 2,218,567,750

　　　②基金 2,717,142,585 3,299,154,234 582,011,649 0

　　　③徴収不能引当金 0 △ 1,436,302 △ 1,436,302

２　流動資産 10,928,310,499 8,145,656,824 △ 2,782,653,675

　（１）現金預金 10,923,865,266 8,144,694,848 △ 2,779,170,418

　（２）未収金 4,445,233 962,746 △ 3,482,487
　（３）徴収不能引当金 0 △ 770 △ 770

資産の部合計 14,037,221,339 11,704,099,637 △ 2,333,121,702 負債・純資産の部合計 14,037,221,339 11,704,099,637 △ 2,333,121,702

資産の部 負債・純資産の部
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連結 行政コスト計算書 前年度との比較 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結 純資産変動計算書 前年度との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜連結＞

（単位：円）

①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ⅰ 経常費用 152,916,685,069 166,322,271,753 13,405,586,684

　１ 業務費用 1,026,384,508 10,051,522,351 9,025,137,843

　（１）人件費 28,525,745 35,731,278 7,205,533

　　　①職員給与費 6,180,533 8,312,722 2,132,189

　　　②賞与等引当金繰入額 0 989,714 989,714

　　　③その他 22,345,212 26,428,842 4,083,630

　（２）物件費等 997,858,763 1,162,112,557 164,253,794

　　　①物件費 871,956,022 1,036,171,227 164,215,205

　　　②減価償却費 125,816,051 125,941,330 125,279

　　　③その他 86,690 0 △ 86,690

　（３）その他の業務費用 0 8,853,678,516 8,853,678,516

　　　①徴収不能引当金繰入額 0 1,437,072 1,437,072

　　　②その他 0 8,852,241,444 8,852,241,444

　２ 移転費用 151,890,300,561 156,270,749,402 4,380,448,841

　（１）補助金等 151,883,571,561 156,270,749,402 4,387,177,841

　（２）他会計への繰出金 6,729,000 0 △ 6,729,000

Ⅱ 経常収益 13,761,169,596 192,974,864 △ 13,568,194,732

　（１）その他 13,761,169,596 192,974,864 △ 13,568,194,732

純経常行政コスト（Ⅱ-Ⅰ） △ 139,155,515,473 △ 166,129,296,889 △ 26,973,781,416

臨時損失 2,409,190 0 △ 2,409,190

　1　資産除売却損 2,409,190 0 △ 2,409,190

臨時利益 0 125,280 125,280

　１ その他 0 125,280 125,280

△ 139,157,924,663 △ 166,129,171,609 △ 26,971,246,946

   行政コスト計算書

純行政コスト

科目

＜連結＞ 純資産変動計算書

（単位：円）

科目 ①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ｉ 前年度末純資産残高 8,742,470,805 13,699,531,494 4,957,060,689

（１）純行政コスト △ 139,157,924,663 △ 166,129,171,609 △ 26,971,246,946

（２）財源 144,114,985,352 163,910,603,859 19,795,618,507

　　①税収等 77,874,901,686 64,380,870,987 △ 13,494,030,699

　　②国県等補助金 66,240,083,666 99,529,732,872 33,289,649,206

　＜本年度差額＞ 4,957,060,689 △ 2,218,567,750 △ 7,175,628,439

Ⅱ 本年度純資産変動額 4,957,060,689 △ 2,218,567,750 △ 7,175,628,439

本年度末純資産残高　（Ⅰ+Ⅱ） 13,699,531,494 11,480,963,744 △ 2,218,567,750



３８ 

 

連結 資金収支計算書 前年度との比較 

 
（単位：円）

①令和２年度 ②令和３年度 増減（②－①）

Ⅰ 業務活動収支 5,093,060,210 △ 2,081,615,103 △ 7,174,675,313
　１ 業務支出 152,790,869,018 166,192,210,590 13,401,341,572
　（１）業務費用支出 900,568,457 9,921,461,188 9,020,892,731
　　　①人件費支出 28,525,745 33,048,517 4,522,772
　　　②物件費等支出 872,042,712 1,036,171,227 164,128,515
　　　③その他の支出 0 8,852,241,444 8,852,241,444
　（２）移転費用支出 151,890,300,561 156,270,749,402 4,380,448,841
　　　①補助金等支出 151,883,571,561 156,270,749,402 4,387,177,841
　　　②他会計への繰出支出 6,729,000 0 △ 6,729,000
　２ 業務収入 157,883,929,228 164,110,595,487 6,226,666,259
　（１）税収等収入 77,874,901,686 64,380,870,987 △ 13,494,030,699
　（２）国県等補助金収入 66,240,083,666 99,529,732,872 33,289,649,206
　（３）その他の収入 13,768,943,876 199,991,628 △ 13,568,952,248
Ⅱ 投資活動収支 △ 229,423,949 △ 582,011,649 △ 352,587,700
　１ 投資活動支出 1,059,789,591 2,237,834,079 1,178,044,488
　（１）公共施設等整備費支出 0 0 0
　（２）基金積立金支出 1,059,789,591 2,237,834,079 1,178,044,488
　２ 投資活動収入 830,365,642 1,655,822,430 825,456,788
　（１）基金取崩収入 830,365,642 1,655,822,430 825,456,788
Ⅲ 財務活動収支 △ 115,603,114 △ 115,603,114 0
　１ 財務活動支出 115,603,114 115,603,114 0
　（１）その他の支出 115,603,114 115,603,114 0
　２ 財務活動収入 0 0 0
本年度資金収支額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）…Ａ 4,748,033,147 △ 2,779,229,866 △ 7,527,263,013
前年度末資金残高　Ｂ 6,174,412,938 10,922,446,085 4,748,033,147
本年度末資金残高　Ａ+Ｂ　…　Ｃ 10,922,446,085 8,143,216,219 △ 2,779,229,866

1,227,180 1,419,181 192,001
192,001 59,448 △ 132,553

1,419,181 1,478,629 59,448

10,923,865,266 8,144,694,848 △ 2,779,170,418

科目

前年度末歳計外現金残高 Ｄ
本年度歳計外現金増減額　 Ｅ

本年度末歳計外現金残高 Ｄ+Ｅ　…　Ｆ

本年度末現金預金残高　Ｃ + Ｆ

＜連結＞　　　　　　　　 　  　　　　　　　　　 資金収支計算書



 

 

（３）固定資産台帳                          ※令和 4年 3月 31日現在 

 

一般会計 

（単位：円） 

  

３
９
 



 

 

 

特別会計 

  （単位：円） 

   

４
０
 


